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1 本市におけるこれまでの行財政改革の取組と成果

本市では、新市発足後の平成16年2月に「第1次行財政改革推進大綱・同実施計画」を策定して以降、時代の潮流や社会情勢
を踏まえ、積極的に行財政改革を推進してきた。

○基本理念
「ー 分権型行政の展開 ー」
○基本方針
１ 分権型行政に対応した法体系の確立
２ 効率的で生産性の高い行政の展開
３ 市民に開かれた行政の展開
４ 市民が主役のまちづくり

平成17年度～21年度 第1次行財政改革推進大綱・同実施計画

○基本理念
「ー行政と民間との役割分担・協働による行政経営ー」
○基本方針
１ 役割分担による公共サービスの提供
２ 経営資源の有効活用
３ 多様性と創造性にあふれた市民本位のまちづくり

平成22年度～26年度 第２次行財政改革推進大綱・同実施計画

○基本理念
「豊かな地域社会を実現するための最適な行財政運営」
○基本方針
１ 市民協働・官民連携の推進
２ 質の高い行財政運営の推進
３ 持続可能な財政運営の確立

平成27年度～令和４年度 第３次行財政改革推進大綱・同実施計画

効果額 収入増額：約57.9億円 節減額：約334億円 合計：約392億円

効果額(R2まで)：収入増額：約175億円 節減額：約110億円
将来負担の軽減：約109億円 合 計：約394億円

効果額 収入増額：約44億円 節減額：約415億円 合計：約459億円

・自主財源の確保 約57.9億円（使用料・手数料の見直し など）
・人件費等の見直し 約93.3億円（定員管理による人員削減、給与制度の見直し）
・公共コスト縮減 約163.5億円（工事コスト縮減、長寿命化対策 など）
・事務事業の見直し 約31.0.億円（老人バス乗車券廃止、公立保育園民営化など）

・自主財源の確保 約90.1億円（市税等収納率の向上、課税客体の的確な把握）
・予算の定期点検 約79.8億円（経常枠配分見直し など）
・事務事業の見直し 約15.4億円（事業の見直しによるコスト削減 など）
・道路橋りょうの適切な維持管理 約69億円

・自主財源の確保 約22億円（未利用地の売却）
・人件費等の見直し 約91億円（定員管理による人員削減、給与制度の見直し）
・事務事業の見直し等 約75.3億円（施設の廃止、駿河区役所アクセスバスの廃止）
・地方公営企業の経営改善 約59.9億円（補償金繰上償還制度の活用）

その時々の社会情勢に応じた最適な行財政運営を目指し改革を推進してきたその時々の社会情勢に応じた最適な行財政運営を目指し改革を推進してきた

令和５年度～令和12年度 第４次行財政改革推進大綱・同実施計画
２
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【主な指標の達成状況】
〇市民活動センター利用登録団体数

912団体（H27） ⇒ 1115団体（R2）
〇市民活動団体との協働事業数

255事業（Ｈ29） ⇒ 264事業（Ｒ1）
〇企業、大学等との連携協定締結数

21企業・団体（明治安田生命など）

【主な指標の達成状況】
〇最適な規模の正職員数
6,245人（H27） ⇒ 5,987人（R2）
〇おもてなしコンシェルジュの育成
66人(H30～R2）
〇職員一人当たりの時間外勤務時間
179.5時間（H27） ⇒ 161時間（R1）

【主な指標の達成状況】
○市債残高（臨時財政対策債を除く）
2,713億円（H27）⇒ 2,527億円（R２）
○実質公債費比率
８.5％（H27） ⇒ 6.5％（R２）
〇公共建築物の延べ床面積
2,288千㎡（H27） ⇒ 2,253千㎡（R２）

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2

割合 92.9％ 90.3％ 90.0％ 92.8％ 97％ 95.6％

【行革実施計画の達成状況
（計画通り、計画より進んでいる割合】

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2

割合 94.４％ 94.5％ 91.9％ 89.5％ 93.1％ 96.9%

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2

割合 92.1％ 89.7％ 85.4％ 88.5％ 94.3％ 97.2%

【行革実施計画の達成状況
（計画通り、計画より進んでいる割合）】

【行革実施計画の達成状況
（計画通り、計画より進んでいる割合）】

２ 第3次行財政改革推進大綱・実施計画の成果

基本方針Ⅰ 市民協働・官民連携の推進 基本方針Ⅱ 質の高い行政運営の推進 基本方針Ⅲ 持続可能な財政運営の確立

○第3次行財政改革推進大綱では、計画額ベースでみると、コロナの影響をうけた令和２
年度以外は、計画額を達成できた。

○また、当初計画額を定めていなかった取組の成果も含めた効果額ベースでみると、
いずれの年度においても計画額を上回っており、着実に推進することができた。

○各基本方針についても、実施計画に搭載している各取り組みの達成状況は、いずれの
基本方針においてもおおむね90％を超えており着実に取組を進め、成果を出すことがで
きた。

コロナの影響をうけつつも着実に改革を推進できたコロナの影響をうけつつも着実に改革を推進できた
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３
※コロナの影響を受けた指標についてはR1で記載
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○今後の更なる行財政改革の推進に向けては、従来の「量」に着目した
取組を継続しつつ、生産性の向上やより高い付加価値を創出するといった
「質」に着目した取組をより一層進めていく必要がある。

行革大綱
（年度）

収入増額 削減額
将来負担の
軽減

効果額
合計

第1次
（H17～21）

約58億円 約334億円 ー 約３９２億円

第2次
（H22～
26）

約４４億円 約415億円 ー 約459億円

第3次
（H27～
R2）

約175億円 約110億円 約109億円 約394億円

３ これまでの行財政改革の取組の総括

○無駄な経費や事業の削減、職員の削減、市税等の債権管理など、「量」に着目した取組
を進め、より多くの成果（効果額）が得られた。しかし、明らかな無駄は削減され、市税等
の収納率についても一定の水準に達してきており、今後大きな効果を望むことが難しい状況
となっている。

４

▲NEXTワークしずおか

○これまでの行財政改革では「量」に着目した取組と併せて市民協働、公民連携を推進することで、特徴的な取り組みを創り出すことができた。

▲ 葵舟

公的不動産の有効活用

駿府城公園の有効活用として、舟に乗り
お堀を周遊する「葵舟」を令和3年度から
運行開始した。

高齢者の就労促進について
登呂エリアをモデルとした
歴史文化資源の活用

高齢者の就労促進に向けたプラット
フォームとして「NEXTワークしずおか」を
令和元年に開設した。

◀
泥んこパーク

誘客の促進や非日常的な時間・体験の
提供として登呂遺跡での泥んこパークや芹
沢銈介美術館の夜間開館を実施した。

赤字路線であった自主運行バス両河
内線について、地域との協議により地
元NPOによる運行が実現した。

両河内地区
自主運行バスの運行開始 PPP・PFIの導入

施設の老朽化に伴い、北部学校給食
センターをPFI方式により建替し、平成
30年４月から運営を開始した。

▲ 北部学校給食センター▲ 自主運行バス

▶
夜間開館

更なる改革の可能性がある「質」に着目した行財政改革を一層進める「量」に着目した行財政改革は一定の成果を出した「量」に着目した行財政改革は一定の成果を出した

無駄な経費の削減などに取り組むとともに、市民協働・公民連携により新たな価値を創出してきた無駄な経費の削減などに取り組むとともに、市民協働・公民連携により新たな価値を創出してきた

ムダの削減・コストカット

質の向上

ムダの削減・コストカット

質の向上

（今後の行財政改革のイメージ）
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本格的な少子高齢化・人口減少社会が到来する本格的な少子高齢化・人口減少社会が到来する
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年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15~64歳） 老年人口（65歳以上）

実績値 推計値
727,260

7３7,098 739,300 7３８,674 729,９８0 72３,３２３ 7１６,１９７
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（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究
所「日本の地域別将来人口推計」を基に作成

区分 2020年 2040年 増 減

総人口 693,389人 594,305人
99,084人
（△14.3％）

年少
人口

78,274人 61,257人
17,017人
（△21.7%）

生産年齢
人口

395,897人 312,799人
83,098人
（△21％）

老年人口 209,628人 220,249人
10,621人
（＋5.1%）

○本市の人口は1990年（平成2年）をピークに人口減少に転じており、2020年（令和２年）の国勢調査によると、69万3389人となっている。
○また、国の推計によると、2040年には2020年と比較し約9万9千人減少すると予測され、特に生産年齢人口については約8万千人減少することが見込まれている。

（人）

４ 本市の人口の推移・人口減少がもたらす影響

働き手の確保が困難になる働き手の確保が困難になる
○現在の生産年齢人口（15歳～64歳）に対する地方公務員数の比率を基に将来の地方公務
員の成り手の数を見てみると、今後減少し続け、必要数の確保が難しくなることが想定される。

（資料）日本総研 「地方公務員は足りているか－地方自治体の人手不足の現状把握と課題－」を基に作成

96.5 95.2 94 92.592.6
88

81.5
76.796

92

87

83

75

80

85

90

95

100

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2030年 2035年 2040年 2045年

需要 供給 充足率

地方公務員不足の将来推計（政令市・中核市・特例市）（2018年度＝100） （％）

税収の減少につながる税収の減少につながる
○人口減少により、生産年齢人口の減少や、企業利益や雇用者所得（家計所得）、民間消費
支出等が減少した場合、2010年から2040年の30年間で税収が約206億円減少する影響が
あると見込まれる。
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（資料）静岡市「人口減少による経済波及効果等分析等業務結果報告書（平成27年10月）」を基に作成

対象：市民税（個人・法人）、固定資産税、地方消費税交付金、都市計画税、その他

（百万円）

５

注）消費税率は平成27年
当時の８％で推計



市域全体で高齢化が進む市域全体で高齢化が進む

地域の担い手不足がますます深刻化する地域の担い手不足がますます深刻化する

○2015年と2045年を比較すると、市域全体で高齢化が進むことが想定される。
○山間部においても高齢化率が上昇することが予測されることから、日々の暮らしや行政サービスをどのように維持していくかという課題がより一層深刻化することが予想される。

○現在、自治会活動を支えているのは60代～70代が約83%となっているが、今後、高齢化が進むが、 増える高齢者は75歳以上で、65歳から74歳は減少することが見込まれる。
○また、働く高齢者も年々増加しており、働き方の変化が地域活動へも大きな影響を与えている。

（資料）静岡市・静岡市自治会連合会「全自治会全連合自治会アンケート結果報告」を基に作成

年齢三区分人口割合（高齢化率：65歳以上）の推移マップ（2015年→2045年）
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31人以上規模企業 51人以上規模企業

（資料）静岡労働局「静岡県の令和2年度「高年齢者の雇用状況」 集計結果」を基に作成

（人）

６

令和27（2045）年 高齢化率（500ｍメッシュ）
平成27（2015）年 高齢化率（500ｍメッシュ）

【資料】総務省「平成27年国勢調査」、国土交通省「国土数値情報」

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計」

を基に作成
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５ 本市の財政状況

（億円）

これまでの取組により健全性は保たれているこれまでの取組により健全性は保たれている

Ｒ4 Ｒ５ Ｒ6 Ｒ7

歳入予算 3,328 3,340 3,３１１ 3,352

主
な
区
分

市税 1,391 1,418 1,418 1,431

地方交付税 362 324 322 304

国・県支出金 825 811 796 826

市債 ２４４ 282 274 275

歳出予算 3,378 3,402 3,382 3,425

主
な
区
分

人件費 771 766 763 763

扶助費 783 805 823 ８４５

公債費 373 376 377 377

投資的経費 413 499 468 482

財源不足額 △５０ △６２ △７１ △７３

基金充当額 ５０ ー ー ー

経常収支比率※３ 93.7％ 93.8％ 93.9％ 94.1％

430450445446443417 419433418413
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投資的経費の推移（当初予算ベース）

（資料）静岡市「令和４年度当初予算公表時における財政の中期見通し」を基に作成

扶助費及び投資的経費が増加する見込み扶助費及び投資的経費が増加する見込み

財政の健全化判断比率の状況

指 標 解 説
Ｒ2年度比率
(前年比)

早期健全化
基準※１

財政再生
基準※２

①
実質赤字比率

１年間の収入に対する一般会計等の赤
字の割合

Ｈ19以降
赤字なし

11.25％ ２０．0％

②
連結実施赤字比率

１年間の収入に対する市全体の赤字の
割合

Ｈ19以降
赤字なし

16.25% ３０．０％

③
実質公債費比率

１年間の収入に対する１年間に支払っ
た公債費（借金の返済）などの割合

６．5％
（＋０．１％）

25.0％ 35.0％

④
将来負担比率

１年間の収入に対する今後支払わなけ
ればならない公債費などの割合

４８．8％
（△０．１％）

４００．０％ ー

※1 早期健全化基準：健全化基準比率のうち、いずれかひとつでも早期健全化基準以上の場合は、財政健全化団体【自主的に健全化を図る予防的段階】とな
り、「財政健全化計画」を策定し、改善に取り組むことになります。

※２ 財政再生基準：①～③の健全化比率のうち、いずれか一つでも財政再生基準以上の場合は、財政再生団体【国等の関与による財政再生段階】となり、
「財政再生計画」を策定し、国の関与の下、厳しい歳出削減などに取り組むことになります。

今後、年約70億円前後の財源不足が見込まれる今後、年約70億円前後の財源不足が見込まれる

○国が定める財政の健全性を表す４指標の状況を見ると、令和2年度決算において早期健全化
基準を下回っており、健全性を保てている。

（資料）静岡市「令和２年度決算の状況」を基に作成

○高齢化の進展によりH25からR4の10年間で約244億円増加しており、今後も同様のペースで増
加することが見込まれている。

○また、令和５年度以降は総合計画に掲げる5大構想の動きが本格化し、投資的経費が増加す
ることが見込まれている。

○令和４年度当初予算をベースに令和7年度までの財政収
支を、国の経済見通し等を基にした一定の条件により機械
的に試算すると、令和５年度以降は、年約70億円前後の
財源が不足する見通しとなっている。

○市税は増加する見込みとなっているが、扶助費や投資的経費
の増加により、引き続き厳しい財政運営は厳しい状況にあると
見込まれる。

○年度末市債残高見込額については、通常債と合併特例債
を合わせた建設事業債の残高は、投資的経費の増加に連動
して、令和5年度以降増加する見込みとなっている。

○経常的に収入される財源は、ほぼ横ばいで推移する一方、経
常的に支出される経費は、人件費が減少するものの、扶助費
等が増加することから、比率は微増する見込みです。

（億円）

財政の中期見通し（Ｒ4当初予算ベース） 年度末市債残高見込額（Ｒ4当初予算ベース）

（資料）静岡市「令和４年度当初予算公表時における財政の中期見通し」を基に作成

※満期一括償還方式で発行した市債の償還のための積立金は、償還したものとして
残高から差し引いている。

※H28～R2までは決算額、R3、R4は予算額、R5以降は推計となる。

（億円）
（億円）

4,200 4,270 4,289
4,4004,334

4,571 4,608
4,692

4,761 4,845

７

※３ 経常収支比率：市税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入さ
れる財源が、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費にあてられて
いる割合です。この値が低いほど、財政に弾力性があり、独の政策のために使えるお金が多
いことになります。



感染防止に向けた働き方としてテレワークが普及した感染防止に向けた働き方としてテレワークが普及した

６ 新型コロナウイルス感染症により加速された変化(デジタル化・働き方)

働き方の価値観も変化し、個人や組織への期待も変化した働き方の価値観も変化し、個人や組織への期待も変化した
○人との接触機会を減らすために、社会全体でテレワーク等が推奨された。

○本市においても令和3年５月の緊急事態宣言下においては、時差出勤や在宅勤務制度を
活用し出勤者半減に取り組むなど、これまでの働き方が大きく変化することとなった。

デジタル化の進展による社会課題解決が期待されるデジタル化の進展による社会課題解決が期待される

○コロナの前後で、働くうえで大切にする価値観が、「能力発揮/成果創出」から「人の役に立つ/
自分らしさ」へシフトするなど変容した。

○また、これからの時代に求められる、組織、個人への期待も変化している。

【出典】第4回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（内閣府）

○社会全体のデジタル化が加速され、従来では解決できなかった課題が、デジタルの力によって解決

できる可能性が出てきており、実現に向けた取組が進んでいる。

【出典】「新型コロナによるビジネスパーソンの意識・行動変化に関する調査」から抜粋（JMAM）

行政デジタル化のニーズが高まった行政デジタル化のニーズが高まった

【出典】令和３年度静岡市総合行政情報システムの概要（静岡市）

○コロナを機に、静岡市申請書ダウンロード件数も増加しており、市民の行政デジタル化に向けた
ニーズが高まっている。

○本市においても、行政手続きのオンライン化やAI・RPAを活用した業務改善に取り組んでいるが、
更なる充実が求められている。

８

業種別のテレワーク実施率（就業者）

（事例）無人航空機（ドローン）の災害時における活用（総務省消防庁）

【出典】福岡市HP（ https://100.city.fukuoka.lg.jp/actions/1006 ）

【出典】総務省消防庁HP（ https://www.fdma.go.jp/publication/ugoki/items/rei_0302_13.pdf ）

（事例)オンライン診療、オンライン服薬指導の実施（福岡県福岡市、千葉県千葉市など）

460,748 456,569 

520,955 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

H30 R1 R2

（件） 静岡市申請書ダウンロード件数

※申請書ダウンロード件数・・・市民や事業者の方が市に対する申請・届出等を行う際に、インターネットを通じて、
各家庭や職場のパソコンから申請書・届出書等をダウンロードし、印刷できるようにしたサービス



７ 第4次行財政改革推進大綱策定に向けた考え方

○本市ではこれまで、その時々の社会情勢に応じた行財政運営の実現に向け、行財政改革推進大綱にて目指す行財政運営の姿を定め、取組を進め
てきた。

○これからの社会情勢において、どのような行財政運営を目指すのかを、行財政改革推進大綱で明らかにし取組を進めることが必要である。

「第4次行財政改革推進大綱」の中で新たな目指す姿を明確にし、各取組を進める
９

○これまでの右肩上がりの成長・拡大、そして、人口減少社会が到来した時期に比べ、
今後は本格的な人口減少社会が進展することが見込まれる。

○人口減少により、将来的には行政だけで行政サービスを維持することが困難になるほか、
市の財政状況もより一層厳しさを増すなど、「あれかこれか」を選択しなければならない
厳しい未来が待ち受けることが想定される。

○また、新型コロナウイルス感染症を契機とするデジタル化の進展により、社会変化の
スピードがより激しくなったことで、将来を見通すことの困難さは一層増してきている。

○このような従来とは異なる社会情勢において、最適な市民サービスを実現していくためには、
社会変化の機微を察知するとともに、その変化に対し柔軟かつ迅速に対応できる行政で
あることが求められる。

○また、市民や民間企業等の多様な関係者との対話を通じて未来を選択していくことや、
連携をより一層深化させることにより、新たな価値を生み出していくことが必要である。

変化のスピードがより激しく、より一層先を見通すことが難しい時代を前提とした行財政運営へ変化のスピードがより激しく、より一層先を見通すことが難しい時代を前提とした行財政運営へ

行財政改革推進大綱が果たしてきた役割行財政改革推進大綱が果たしてきた役割

現在

未来

デジタル化
への対応

関係者での対話



○これまでの右肩上がりの成長・拡大、そして、人口減少社会が到来した時期に比べ、今後は本格的な人口減少社会が進展することが見込まれる。
○人口減少により、将来的には行政だけで行政サービスを維持することが困難になるほか、市の財政状況もより一層厳しさを増すなど、「あれかこれか」を選択しなければなら
ない厳しい未来が待ち受けることが想定される。
○また、新型コロナウイルス感染症を契機とするデジタル化の進展により、社会変化のスピードがより激しくなったことで、将来を見通すことの困難さは一層増してきている。
○このような従来とは異なる社会情勢において、最適な市民サービスを実現していくためには、社会変化の機微を察知するとともに、その変化に対し柔軟かつ迅速に対応できる
行政であることが求められる。

○また、市民や民間企業等の多様な関係者との対話を通じて未来を選択していくことや、連携をより一層深化させることにより、新たな価値を生み出していくことが必要である。

8 第4次行財政改革推進大綱の全体像

従来からの課題解決や業務の質の向上に向
け、行政DXを契機とする業務プロセス改革を
実施するとともに、職員がライフステージに応じ
て柔軟に働くことができる環境の整備に取り
組む。

変化にしなやかな人材や組織づくりに向け、
仕事の意義や自身・組織の役割を再認識す
る機会を創出し職員の当事者意識の一層の
醸成を図るほか、変化する行政需要に対応
できる組織運営や人材育成に取り組む。

市民や市民団体、民間企業、 周辺自治体
などの多様な主体との連携をより一層進める
ために、引き続きシチズンシップに富んだ人材
を育成するとともに、連携推進に向けた仕組
みの構築や積極的な情報発信に取り組む。

健全な財政状況を堅持するために、効率的
な予算執行や新たな財源の確保など、より一
層弾力的な財政運営に取り組むとともに、限
られた資源の有効活用に取り組む。

（１）人とつながる （２）しごとの仕組みを変える （３）人や組織が変わる （４）財政基盤を堅持する

第4次行財政改革推進大綱の基本方針

市役所が変化に迅速かつしなやかに対応できる頼もしい組織となり、市民、企業等との連携により新たな価値を生み出す、創造的な行財政運営の推進

市民、民間企業がより積極的にまちづくりに参画するととも
に、行政が民間の経営的視点を持ち、市民、企業・団体
と連携する場や関係性を構築することで、それぞれの役
割・強みを活かし、新たな価値を生み出している。

市役所自身が、DXによる業務プロセス改革を実施するこ
とや、行政組織内のビジョンに基づき、職員同士が組織の
枠組みを超えて連携し、より高い当事者意識を持って業
務に取り組むことができる人づくりを進めることで、変化に迅
速に対応できる組織へと変貌を遂げている。

総合計画に掲げるまちづくりの目標「世界に輝く静岡の実
現」に向けた戦略的な政策展開や、市民や社会の要請に
応えるための行政サービスを継続的かつ安定的に提供し
続けるために、より一層弾力的な財政運営に取り組み、
将来にわたって健全な財政基盤を堅持している。

②長期的な展望に立ち、市民に最適な行政サービスを
創出し続けるために、変化に迅速かつ、しなやかに対応
できる頼もしい組織へと変化している

③戦略的な政策の展開や、市民ニーズに沿った行政
サービスを提供し続けるために、健全な財政基盤を堅持
している

①地域が持続的に発展していくために、市民協働・公民
連携の推進により新たな価値を生み出している

2040年を見据え目指す行財政運営の姿（第4次行財政推進大綱の基本理念）
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変化のスピードがより激しく、より一層先を見通すことが難しい時代を前提とした行財政運営へ変化のスピードがより激しく、より一層先を見通すことが難しい時代を前提とした行財政運営へ

＊創造的・・・・社会情勢の変化に対応した行政サービスを「創る」、市民、企業との連携により新たな価値を「創り出す」



市役所が変化に迅速かつしなやかに対応できる頼もしい組織となり、市民、企業等との連携により新たな価値を生み出す、
創造的＊な行財政運営の推進

市民、民間企業がより積極的にまちづくりに参画する
とともに、行政が民間の経営的視点を持ち、市民、
企業・団体と連携する場や関係性を構築すること
で、それぞれの役割・強みを活かし、新たな価値を生
み出している。

（目指したい状態の具体例）
▶多様な主体との連携の促進に向け、多くの行政情
報が積極的に公開されている。

▶市政に関心を持ち、まちづくりに参画するシチズンシッ
プに富んだ市民が増え様々な場面で活躍している。

▶市民や企業・行政の連携がより一層進み、それぞれ
の強みを活かし多くの地域課題解決に取り組まれて
いる。

▶民間企業との協働に向け、職員が民間企業の持つ
スピード感や経営感覚を吸収するとともに、円滑にコ
ミュニケーションできるスキルを有している。

▶若者が地域を知り、関わる機会や仕組みができ、多
くの若者が街づくりに参加するとともに、市への愛着
が湧いている。

市役所自身が、DXによる業務プロセス改革や、行
政組織内のビジョンに基づき、職員が組織の枠組み
を超えて連携し、より高い当事者意識を持って業務
に取り組むことができる人づくりを進めることで、より変
化に迅速に対応できる組織に変貌を遂げている。

（目指したい状態の具体例）
▶行政のデジタル完結が実現し、市民が来庁すること
なく、様々な行政サービスを享受することができる。

▶職員がAIなどの創造的技術を使いこなし、庁内業
務の多くがデジタルで完結するとともに、業務の生産
性が向上している。

▶デジタル化により職員の働き方の多様性がより一層
増すほか、組織の枠を超えた職員間の連携が多く生
まれ、生産性や職員の就労満足度が向上している。
▶働きやすい職場環境や活力ある組織になることで、
それを魅力に感じた有能な人材が多く市に入庁して
いる。

▶職員一人ひとりが、データ等を活用し、利用者目線
に立ったサービスの創出に取り組んでいる。

総合計画に掲げる「世界に輝く静岡の実現」に向けた
戦略的な政策展開や、市民や社会の要請に応えるた
めの行政サービスを継続的かつ安定的に提供し続ける
ために、より一層弾力的な財政運営に取り組み、将来
にわたって健全な財政基盤を堅持している。

（目指したい状態の具体例）
▶長期的な視点に立った財政運営により、健全な財
政状況が維持されている。

▶時機を逸することなく、戦略的な政策展開のための
財政出動がなされ、行政サービスが充実している。

▶地域経済の活性化に向けた投資により経済の好循
環が生まれ、市の持続可能性が高まっている。

▶行政が所有する土地や建物といった資源が有効活
用されているとともに、長寿命化や計画的な維持
管理によって適正な状態が維持されている。

▶行政評価や事業の見直し等のワイズスペンディング
（賢い支出）に向けた取組により、事業の改善が行
われ、費用対効果の高い事業が展開されている。

②長期的な展望に立ち、市民に最適な行政サービ
スを創出し続けるために、変化に迅速かつ、しなや
かに対応できる頼もしい組織へと変化している

③戦略的な政策の展開や、市民ニーズに沿った行
政サービスを提供し続けるために、健全な財政基盤
を堅持している

①地域が持続的に発展していくために、市民協働・
公民連携の推進により新たな価値を生み出してい
る

2040年を見据え目指す行財政運営の姿（第4次大綱の基本理念）

９ 目指す行財政運営の姿（第4次行財政改革推進大綱の基本理念）

11

＊創造的・・・・社会情勢の変化に対応した行政サービスを「創る」、市民、企業との連携により新たな価値を「創り出す」



13

従来からの課題解決や業務の質の向上に向け、行政DXを契機とす
る業務プロセス改革を実施するとともにEBPM（データ等を活用した
政策立案）に向けた環境整備や、職員がライフステージに応じて柔
軟に働くことができる環境の整備に取り組む。
【取組のイメージ】
・行政内部業務のデジタル完結の実現に
向けた業務プロセス改革
・データの活用に向けた利用環境の整備
・職員のITスキル向上に向けた取組
・柔軟な働き方（リモートワーク等）の
更なる推進

変化にしなやかな人材や組織づくりに向け、職員が仕事の意義や自身・
組織の役割を再認識する機会を創出し、当事者意識の一層の醸成を
図るほか、変化する行政需要に対応できる組織運営や人材育成に取り
組む。
【取組のイメージ】
・自身の役割を再認識する機会の提供
・行政需要に対応できる人材の育成
（デジタル人材、その他専門性など）
・変化する行政需要に対応できる
組織体制の整備
・職員の定年延長への対応

市民や市民団体、民間企業、 周辺自治体などの多様な主体との連携
をより一層進めるために、引き続きシチズンシップに富んだ人材を育成する
とともに、連携推進に向けた仕組みの構築や積極的な情報発信に取り
組む。

【取組のイメージ】
・「静岡シチズンカレッジこ・こ・に」による
地域人材の養成
・連携推進に向けた窓口機能の設置
・民間視点を持ち伴走できる職員の育成
・積極的な行政情報の公開、情報発信

健全な財政状況を堅持するために、効率的な予算執行や新たな財
源の確保など、より一層弾力的な財政運営に取り組むとともに、限ら
れた資源の有効活用に取り組む。
【取組のイメージ】
・中長期的な視点に立った財源対策の実施
・企業版ふるさと納税等の推進
・アセットマネジメント基本方針に基づく、公共施設の総資産量の適
正化、長寿命化の推進、民間活力の導入
・公共施設の特性を活かした活用方法の検討
・役に立つ行政評価に向けた評価制度の見直し
・地方公営企業の経営改善

（１）人とつながる （２）しごとの仕組みを変える

（３）人や組織が変わる （４）財政基盤を堅持する

10 目指す姿の実現に向けた改革の方針（第4次行財政改革推進大綱の基本方針）

12



11 大綱の期間と推進体制・総合計画との関係性

13

（２）静岡市総合計画との関係性

第4次静岡市総合計画の実現に向け下支えする「第４次行財政改革推進大綱」

第4次静岡市総合計画（Ｒ5～Ｒ１２）

基本構想

基本計画

世界に輝く静岡の実現

（仮）７つの柱 （仮）10の分野

第4次行財政改革推進大綱

※現在策定中

政策・施策を推進する視点（市民自治・都市経営）

（１）大綱の期間と推進体制

〇大綱の期間
・大綱の期間は第4次静岡市総合計画と合わせ8年間とする。
・具体的な取組をまとめた「実施計画」を策定する。実施計画の期間は、前期4年後期４年とする。

〇推進体制
・市長をトップとする局長級の「静岡市行財政改革推進本部」を最終的な決定機関とした体制によ
り取組を実施する。
・また、実施計画に登載した取組については指標、目標値を設定し、毎年度進捗管理や計画の改
訂を実施する。

行財政改革推進本部

本部長：市長 副本部長：大長副市長
本部員：各局の局長

行財政改革推進検討部会

部会長：総務局次長 部会員：関係課長

行財政改革推進検討作業部会（局）

行財政改革推進主任者（課）

行財政改革推進審議会

市民

議会

新大綱・新実施計画の内容決定

新大綱等の策定に向けた調査検討

策定作業に係る局内とりまとめ

取組の検討・計画の進捗管理

毎年度の取組結果について報告

毎年度の取組結果について報告

説明・報告

意見反映
専門的な知見からの助言等

説明・報告

・毎年度の取組実績について
・実施計画の改訂について



12 参考資料（3次大綱と4次大綱 骨子（案）の比較）

第3次大綱 第4次大綱 骨子（案）

期間 平成27年から令和４年（８年間） 令和５年から令和12年（８年間）

基本理念
目指す行財
政運営の姿

豊かな地域社会を実現するための
最適な行財政運営

市役所が変化に迅速かつしなやかに対応できる頼もしい組織と
なり、市民、企業等との連携により新たな価値を生み出す、

創造的な行財政運営の推進

基本方針

Ⅰ 市民協働・官民連携の推進
市民協働・官民連携のもとでまちづくりを推進していくには、その概念
を本市全体に浸透させ、市民をはじめ、本市に関わるすべての主体
が理解することが重要です。
このため、市民に開かれた市政運営のもとで、行政が積極的にさま
ざまな主体へ働きかけ、コーディネートすることで、「協働」「連携」を
一層推進していきます。

Ⅱ 質の高い行政運営の推進
行政サービスの質的向上を図り、市民の期待に応え続けるため、優
秀な人材の確保と育成、協力して目標に進む組織の実現、ＩＣ
Ｔ（情報通信技術）の進歩に合わせた情報化の推進を図ります。

Ⅲ 持続可能な財政運営の確立
将来にわたり安定した行政サービスを続けるためには、中長期的な
視点のもとに、持続可能な財政運営を行うことが必要であり、特に
喫緊の課題である公共施設の管理について、効率的・効果的なマ
ネジメントに取組みます。

（１）人とつながる
市民や市民団体、民間企業、 周辺自治体などの多様な主体との連携
をより一層進めるために、引き続きシチズンシップに富んだ人材を育成する
とともに、連携推進に向けた仕組みの構築や積極的な情報発信に取り
組む。

（２）しごとの仕組みを変える
従来からの課題解決や業務の質の向上に向け、行政DXを契機とする業
務プロセス改革を実施するとともに、職員がライフステージに応じて柔軟に
働くことができる環境の整備に取り組む。

（３）人や組織が変わる
変化にしなやかな人材や組織づくりに向け、仕事の意義や自身・組織の
役割を再認識する機会を創出し職員の当事者意識の一層の醸成を図
るほか、変化する行政需要に対応できる組織運営や人材育成に取り組
む。

（４）財政基盤を堅持する
健全な財政状況を堅持するために、効率的な予算執行や新たな財源の
確保など、より一層弾力的な財政運営に取り組むとともに、限られた資源
の有効活用に取り組む。
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